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1. はじめに
現在, 日本政府と関係機関は, 農産物・食品の海外への輸出を農業・農村政策における重
要政策の一つとして推進している｡ こうした動向は, 以下の国内・国外情勢が背景となって
いると考えられる｡
まず, 海外の情勢として, 2013年の日本食 (和食) の世界文化遺産登録, さらには近年の
アジアからのインバウンド観光客の激増などを一つの契機として, 今, アジアを中心に空前
の日本食ブームが起こっていることがあげられよう｡ たとえば香港, 台湾などでは, 日本料
理だけをずっと食べ続けても生活できるほど数多くの多様な日本食レストランが存在してい
る｡ つまり, 日系レストランチェーン店, ファーストフード店, ケータリング店, 中食店,
甘味店などをはじめ, 寿司店, ラーメン店, 蕎麦店, うどん店, 居酒屋店, 焼き鳥店, カレー
店, 焼肉店, しゃぶしゃぶ店など, 実に豊富な種類の日本食レストランが存在するのである｡
こうした海外での日本食ブームは, 当然のことながら, 日本産農産物・食品の輸出を促進す
ることになろう｡
また, 国内情勢として, 人口減少と高齢化による国内農産物・食品市場の趨勢的な縮小が
目前の大きな課題となりつつあることがあげられよう｡
こうして, 国内農業振興の主要政策として, 企業的大規模農業経営の育成政策等とならん
で, 農産物輸出を主内容とする, いわゆる ｢攻めの農政｣ が展開されている｡
この一連の政策によって, 近年, 日本産農林水産物・食品の輸出促進の気運が高まってい
る｡ これは主に日本政府および都道府県等の関係機関の積極的な働きかけによるところが大
きい｡ この運動の端緒と考えられるのは, 2003年５月に, 鳥取県が中心となり, ｢農林水産
ニッポンブランド輸出促進都道府県協議会｣ が発足したことであろう｡ さらに, 同2003年７
月には日本貿易振興機構の ｢日本食品等海外市場開拓委員会｣ が発足した｡ また翌2004年に
は農林水産省に輸出促進室が設置され, 国や各都道府県レベルでの補助金制度の創設が相次
ぐなど, 国や都道府県の取り組みが活発化した｡
現在, 日本政府および農林水産省においては, 農林水産物・食品の輸出額を2019年までに
１兆円規模に拡大するとの目標を掲げ, 現実に輸出額は8000億円程度にまで拡大してきてい
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る (第１表参照)｡
また, 農産物・食品輸出の拡大のために, 具体的な指標も示されている｡ つまり, 2013年
８月に策定された, ｢農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略｣ では, 以下の品目が重点
品目として掲げられている｡ これは, ①加工食品, ②水産物, ③コメ・コメ加工品, ④林産
物, ⑤花き, ⑥青果物, ⑦牛肉, ⑧茶の８品目である｡ この①～⑧の重点品目ごとに重点輸
出相手国・地域を定め, 輸出環境の整備交渉や商流の確立・拡大を図っていくことが推進さ
れているのである｡
このように, 日本政府の大きな政策目標が掲げられているが, いうまでもなく, 実際に輸
出を行うのは, 日本各地の農業協同組合, 漁業協同組合, 森林組合, 農事組合法人, 農業企
業, 農家, 食品企業等であり, それらの取り組み方法や投入する資源の結果として, 輸出額
の拡大には大きな相違が発生すると考えられる｡ 実際に, 地域間, 業界, 法人間で, 輸出へ
の取り組みには大きな相違が存在している｡
そこで, 本稿では, 都道府県レベルのこの課題への取り組みについて, その実態を明らか
にするため, 長野県を事例として, その実態と課題について検討する｡ 長野県は, リンゴ,
ブドウなど, 比較的豊富な農産物が生産されているが, 輸出にかんしては後発で, 取り組み
は緒に就いたばかりの状況にある｡ そこで, 長野県を事例にとり, 農産物・食品の輸出にか
んして検討を行うことによって, 各地域, 各業界が抱える問題をより明確にできると考えた
からである｡
以下, 長野県関係機関が作成した資料, 長野県下の食品企業, 農協でのヒアリング結果等
をもとに, この問題について明らかにしていく1)｡
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第１表 日本の農林水産物・食品の輸出額の推移と目標 (億円)
年度 農林水産物 前年比
輸出額内訳
農産物 林産物 水産物
2012年 4,497 ― 2,680 118 1,698
2013年 5,505 ＋22.4％ 3,136 152 2,216
2014年 6,117 ＋11.1％ 3,569 211 2,337
2015年 7,451 ＋21.8％ 4,431 263 2,757
2016年 7,502 ＋57.9％ 4,593 268 2,640
2017年 8,071 ＋7.6％ 4,966 355 2,749
2018年
1－10月
7,341 ＋15.2％ 4,570 309 2,462
2019年
目標
10,000
資料：農水省データをもとに筆者作成｡
1) 本稿は, 2018年度桃山学院大学特定個人研究費による研究成果の一部である｡ 本稿作成にあたって,
2018年12月5日に長野県産業労働部, 農政部においてヒアリング調査を実施した｡ この際に提供され
た資料などをもとに本稿を作成している｡
2. 長野県の輸出実績
第１図は, これまでの長野県の農産物・食品の輸出実績である｡ この図から明らかなよう
に, 長野県の輸出実績は, 2013年当時は１億円程度に過ぎず, 取り組みは他都道府県との比
較でかなり遅れていたといわざるを得ない2)｡ ただ, その後, 輸出額は比較的順調に拡大し,
2017年には第１図のように10億円前後にまで拡大しているが, 初発の取り組みが遅れていた
こともあり, この輸出額水準は全国的にみると必ずしも高い水準とはいえないのが課題であ
る｡
そこで, 長野県は, 輸出対象国・地域ごとに消費者ニーズに対応した販売戦略 (重点品目,
販売方針等) を策定し, 継続的に安定した商業ベースでの輸出拡大を目指すとの方針をたて
た｡ さらに, 輸出拡大重点国・地域として香港, 台湾, シンガポールをおき, 新規開拓国と
して, タイ, マレーシア, ベトナム, 中国等を想定し, これらを輸出事業の主要対象国とし
た｡
実際の輸出先であるが, 2017年の長野県農政部提供のデータによると, 香港が全体の49.5
％と約半分を占めており, 続いて台湾が35.5％と, 輸出拡大重点国・地域のなかで中華圏が
全体の８割をこえていることがわかる (第２表参照)｡
また, 第２表によれば, この輸出先分布は2016年もほぼ同様で, 2016年から2017年に輸出
額が倍増したものの, 輸出先国の順位には大きな変化がないことがわかる｡
主要輸出品目にかんしては, ブドウ (シャインマスカットなどの, 種がなく皮ごと食べら
れる品種) やリンゴ (長野県オリジナル品種を中心とした大玉) を中心とした高品質果実が
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第１図 長野県の農産物・食品輸出額の推移 (億円)
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
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2) 例えば, 先進的な取り組みを行っている鹿児島県では, 2016年の県産農林水産物の輸出額はすでに
約155億円に達している｡ この内訳は, 牛肉等の農畜産物約73億円, 養殖ブリ等の水産物約69億円な
どであり, 主な輸出相手国・地域は, 農畜産物がアジア諸国, 林産物が中国, 水産物が北米であると
いう｡ ｢鹿児島県農林水産物輸出促進ビジョン ～攻めの農林水産業の実現に向けて～｣ 鹿児島県,
2017年｡
重点である (第３図参照)｡ この中でもブドウはとくに需要が高く, 輸出品目の約半分を占
めている｡ ブドウは, 施設栽培と露地栽培, さらに冷蔵貯蔵を組み合わせ, リンゴは, 早生
から晩生品種のリレー出荷と冷蔵貯蔵を組み合わせており, 長期出荷体系の確立による継続
的な売り場の確保を目指している (この点について詳しくは後掲第４図参照)｡ そして, こ
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第２図 輸出先別輸出額実績 (2017年) (億円)
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
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第２表 輸出先の推移
(百万円, ％)
国・地域 2017年 (構成比) 2016年 (構成比) 前年比
香港 513 (49.5) 254 (45.1) 202.2
台湾 368 (35.5) 203 (36.1) 181.3
シンガポール 46 (4.4) 32 (5.7) 143.8
アメリカ 46 (4.4) 47 (8.3) 97.9
タイ 27 (2.6) 6 (1.1) 450.0
その他 36 (3.6) 21 (3.7) 171.4
合計 1,036 (100.0) 563 (100.0) 184.0
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
第３図 品目別農産物輸出額実績 (2017年)
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
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れらを海外の富裕層に販売し, 消費者のニーズに対応した販売戦略を実施している｡ その戦
略はある程度奏功し, 前掲第１図のように, ここ数年の輸出額は比較的順調に拡大してきた｡
3. 輸出にかかわる課題
２では, 長野県の近年の農産物・食品輸出の実績について概観してきた｡ 富裕層の増加が
著しい台湾・香港等の輸出先を中心にブドウ・リンゴ等の高品質果実を輸出し, 2017年に10
億円を達成したが, 農産物等の輸出に係る課題はいまだ多く存在する｡ 現地でのヒアリング
によれば, その主要な課題は以下の通りである｡
まず, 今後, 安定的に輸出事業を推進していく上での課題として, 以下の点があげられよ
う｡
第１に考えられるのは, 海外のニーズに対応して, どのように, 輸出を意識した長野県産
農産物および農産加工品の生産・流通体制を構築していくかであろう｡ いうまでもないが,
日本国内向けに生産する農産物と, 輸出向け農産物は必ずしも同じ品種および栽培方法であ
るとは限らない｡ 現実には異なる場合もしばしば発生している｡ よって, 輸出を想定した生
産システムが構築できなければ, 輸出はあくまで ｢余技｣ の範疇にとどまり, 輸出の拡大は
困難なものとなることが予想される｡ そこで, この実現のためには, 以下の点が鍵となると
考えられる｡
① 輸出先国・地域の状況に対応した生産体制の構築
輸出対象国のそれぞれ異なる輸出条件に適合した生産体制が構築できるのか｡ 周知のよう
に, 同じ中華圏であっても, 香港, 台湾, 中国では経済発展段階や地域的な気候の差違によっ
て, 必ずしも同じものが受け入れられるわけではない｡ 現地での調査活動, 現地の事情に明
るいバイヤーとの連携などが重要となろう｡
② 長期出荷体制の構築
輸出先国・地域に対応した生産体制の構築を可能にするためには, ある程度の時間的余裕
が必要である｡ １～２年の経験で, 良好な対応は構築できない｡
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第３表 輸出品目の推移
(百万円, ％)
品目名 2017年 (構成比) 2016年 (構成比) 前年比
ぶどう 524 (50.6) 281 (50.0) 186.5
もも 132 (12.7) 60 (8.9) 220.0
市田柿 117 (11.3) 65 (11.5) 180.0
コメ 73 (7.0) 55 (9.8) 132.7
りんご 43 (4.2) 24 (4.3) 179.2
その他 147 (14.2) 78 (13.9) 188.5
合計 1,036 (100.0) 563 (100.0) 184.0
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
③ 加工品販売, インバウンド客対応, 観光事業等と一体的に PRする組織的取り組みの強
化
たんに農産物のみを輸出するという事業では発展に限界がある｡ 近年増加が著しいインバ
ウンド客による観光農園の訪問等を組み合わせることで, 香港, 台湾客等を対象に, 長野県
産農産物のアピールと周知を深める必要があろう｡ 来日観光客の帰国後, 新たな購買層の形
成が期待できよう｡
第２に, 現実に輸出を行う事業者が抱える問題への対応が重要な課題となろう｡
① 外国語, 海外の商習慣・規制, 海外特有の味覚, 植物検疫等への対応
農協, 農家, 食品企業等が, 実際に輸出事業を開始する際には, 外国語, 海外の商習慣・
規制, 海外特有の味覚, 植物検疫等への対応が不可欠である｡ しかもこれらの対応は一定の
習熟と知識が必要であり, 一朝一夕には対応は不可能である｡ 組織的な支援が必要とされる
ことはいうまでもない｡
② 現地のニーズ把握と販売先の確保
前述したように, 販路開拓は事業の成否を左右する大きな問題である｡ 現地の状況に明る
いアドバイザー, バイヤーとの協力が不可欠である｡ こうした人材の紹介なども県・関係組
織の支援としては重要であろう｡
4. 長野県の課題への対応
前述した課題への具体的な対応策として, 長野県・関係機関が実施している対応策と実施
状況は以下の通りである｡
(１) ｢長野県農産物等輸出事業者協議会｣ の概要と機能
｢長野県農産物等輸出事業者協議会｣ とは, 輸出に意欲的な生産者, 卸売業者, 輸出関連
事業者及び行政が連携し, 生産から販売まで一貫して対応できる体制を構築し, 販路の開拓
及び拡大を推進することを目的として, 2014年に長野県が中心となり設立された協議会であ
る｡
その会員事業者数は2018年９月の段階で, 66事業者 (内訳：生産者13, 加工食品製造14,
生産者団体８, 輸出関連事業者９, 県市町村等18, アドバイザー４) となっている｡ 当協議
会では, 輸出を志す当該企業, 農家が, 必ずしも輸出や海外に関する情報に明るくなくとも,
農産物輸出に関する情報の提供やセミナー海外研修の実施, また協議会員の海外への営業活
動に対する金銭面, 情報面での支援などを通じてサポートする体制が構築されている｡ この
ような協議会が中間でサポートに入ることで課題に対する改善を促進しようと計画されてい
る｡
(２) 輸入業者の招聘事業
長野県農産物等輸出事業者協議会は, 海外の有望な輸入事業者及び小売店等のバイヤーを
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長野県に招聘し, 産地視察や商談機会の提供を行っている｡ 輸出拡大重点国である香港から
は, 2017年７月４日から５日, 同年７月26日の間, 青果物, 加工食品を品目とし, 加工事業
者, 市場関係者, ワイナリーとの商談を実施し, １社２名を招聘した｡ 同じく台湾では,
2017年５月23日から25日, 同年９月17日に, 青果物, 米, 加工食品を品目とし, JAながの,
JA中野市及び加工品事業者との商談を実施し, ２社３名を招聘した (第４表参照)｡
(３) 展示会の開催
長野県農産物等輸出事業者協議会は, 県産農産物の売込みと認知度向上を図るため, 海外
の百貨店や高級スーパー等で長野フェアの企画・開催といった活動を実施した｡ この間
(2017年～2018年), 香港, シンガポール, 台湾, タイ, マレーシアといった国で長野フェア
が開催されている｡ とくにシンガポールでは, ブドウ (シャインマスカット), リンゴ, は
くさい等を販売品目として一ヶ月足らずで51店舗が長野フェアを開催した (第５表参照)｡
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第４表 海外事業者の招聘実績 (2017年)
国・地域名 時期 招聘事業者数 取扱品目 商談会員数
シンガポール 6.12～13 １社 青果物, 加工食品 8
２名 加工事業者等との商談
香港 7.4～5 １社 青果物, 加工食品 7
7.26 ２名 加工事業者, 市場関係者, ワイナ
リーとの商談
台湾 5.23～25 ２社 青果物, 米, 加工食品 9
9.17 ３名 JAながの, JA中野市及び加工品
事業者との商談
マレーシア 7.13～14 １社 青果物 5
２名 JAグリーン長野, JA中野市, JA
ながの (須高) 等で園地の視察
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
第５表 海外展示会の開催実績 (2017年度)
国・地域名 時 期 開催店舗数 販売品目
香港
9.14～20
1
ブドウ (シャインマスカット, 巨峰, ナガノパープ
ル), もも, なし
シンガポール
10.18～29
11.2～8
51
ブドウ (シャインマスカット), リンゴ (シナノス
イート), はくさい, えのきたけ
台湾
9.30～10.4
12.8～10
3
ブドウ (シャインマスカット, ナガノパープル),
リンゴ (ふじ), 加工食品
タイ
11.23～29
1.19～31
2
ブドウ (シャインマスカット), リンゴ (シナノス
イート, シナノゴールド, 秋映, ふじ), なし
マレーシア
12.7～9
1
リンゴ (シナノスイート, シナノゴールド)
資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
5. 残された課題
(１) 生産体制の再構築
今後, 長野県は県産農林水産物・食品の輸出額を, 2016年度の約5.6億円から, 2022年に
は20億円とすることを目標としている｡ その為には, ブドウ (前述の種が無く皮ごと食べら
れる高品質品種), リンゴ (大玉で高品質種) を中心とした高品質な品物を富裕層向けに販
売し, 需要期を意識した出荷体制, 輸出相手国の小売店舗等に継続した売場確保などの長期
出荷体系を確立することなどの輸出戦略の策定と実践が必要となる｡
また, これまでは国内向けのごく一部分を輸出していたのであるが, 輸出量の増大に伴っ
て, 今後は輸出向け産地の構築, 海外の検疫制度に対応した生産体制, 輸出インフラの整備
等に注力せざるを得なくなろう｡ いかにして, 継続的で安定的な輸出事業の発展が可能とな
るかがカギとなろう｡
(２) 長期出荷体系の構築
前述 (１) の長期出荷体系の構築とは, 具体的には以下のような計画である｡ この生産体
制は, 以下のような特徴がある｡
①需要期を意識した出荷体制
リンゴについては早生種と晩生種を組み合わせたリレー出荷により, 中秋節 (10月), 年
末年始, 春節 (１月末～２月上旬) の需要期に効果的に出荷できる生産・出荷体制を構築す
る｡
ブドウについては, 加温ハウス栽培, 無加温ハウス栽培, 露地栽培の栽培方法の相違によっ
て, 出荷時期が異なることを利用して, 上述の需要期に効果的に出荷できる生産・出荷体制
を構築する｡
②輸出相手国の小売店舗等に継続した売場確保
生産・出荷体制の構築と同時に, 安定的な販売拠点の確保を進める｡
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資料：長野県農政部提供のデータをもとに筆者作成｡
品種 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月
りんご
シナノリップ
秋映 露地もの 1MCP処理＋冷蔵貯蔵
シナノスイート リレー出荷
シナノゴールド
ぶどう
シャインマスカット
加温ハウス
無加温
ハウス
露地
冷蔵貯蔵
ナガノパープル
6. まとめにかえて
ここまでみてきたように, 長野県の農産物・食品輸出については, 取り組みが後発であっ
たために出遅れていたが, 近年すでに述べてきたような取り組みによって, 一定の成果をあ
げつつある｡
しかし, すでに述べたように, 今後の輸出額をさらに拡大するためには, 輸出を念頭に置
いた生産体制 (例えば前述の長期出荷体系の構築) 等が必須となり, 生産者, 輸出関係者に
それだけの準備が実施できているのか, という課題があることが明確になりつつある｡
これは, いうまでもなく, 国内向け生産出荷体制に影響をもたらすものであるだけに, た
んに輸出事業だけの問題ではなくなるであろう｡ そうなったときに, 生産者, 農協等がどの
ような判断を下すのか, 今後もこの問題について注視していきたい｡
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Current Status and Issues of Agricultural Products
and Food Exports in Nagano Prefecture
OSHIMA Kazutsugu
Currently, the Japanese government is promoting the export of agricultural products and food
overseas as one of its important policies. One of the factors behind this situation is the fact that
Japanese food is welcomed overseas as a result of the registration of the Japanese food ( Japanese
food) as a World Cultural Heritage site in 2013, and the recent increase in inbound tourists from
Asia.
Furthermore, in Japan, the trend of shrinking domestic agricultural products and food markets
due to population decline and aging is becoming a major issue.
At present, the Japanese government has set a goal of expanding the export value of
agriculture, forestry and fishery products and food to 1 trillion yen by 2019, and it has already
increased to the amount that can actually be achieved.
Actually, export is carried out by agricultural cooperatives, fishery cooperatives, forest
cooperatives, farmers, food companies, etc. all over Japan, and there are big differences and
problems in their efforts.
In this paper, in order to clarify the actual conditions of the prefecture’s efforts to this issue,
the actual conditions and issues were examined using Nagano Prefecture as a case.
Nagano Prefecture produces relatively abundant agricultural products such as apples and
grapes, but is late for export. Therefore, taking Nagano as a case, by examining the issue
regarding the export of agricultural products and food, we clarified the issues that each area of
Nagano prefecture and each industry have.
This paper was prepared based on the materials prepared by Nagano prefecture related
organizations, food companies in Nagano prefecture, and the results of interviews with
agricultural cooperatives.
